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主な法改正
など 

2025 年 10月 すでに弊所の法改正情報ブログでもご案内していますが､ 

本年 10 月に法改正などにより新設･変更となった事項について､

改めて概要をお伝えします。 

健康保険  
（通達により 10 月 1 日認定分から変更）  

雇用保険法  
（10 月 1 日法改正）  

●2025年度の地域別最低賃金が順次発効 

 今年度も地域別最低賃金が改定され、 

 10 月 1 日（栃木県）から来年 3 月 31 日（秋田県）  

 まで、都道府県ごとに順次発効されます。 

●「柔軟な働き方を実現するための措置」 
 
 ３歳から小学校就学前の子を養育する従業員に対し、 

 会社ごとに以下の措置から少なくとも２つを選択 

 して策定し、その中から従業員が希望する制度を 

 1 つ利用できるようにしなければなりません。 
 
 

    ①始業終業時刻等の変更 

    ②在宅勤務 

  ③保育施設の設置運営等 

  ④養育両立支援休暇 

  ⑤短時間勤務 

育児介護休業法  
（10 月 1 日法改正）  

 ３歳から小学校就学前の子を養育する従業員が働きやすいように、 

 「柔軟な働き方を実現するための措置」として、 

 制度面と運用面で事業主の義務が追加されました。 

●「個別周知・意向確認」・｢意向聴取・配慮｣ 
  

 

 従業員の子が 3 歳になるまでの一定期間内に、 

 柔軟な働き方を実現するための措置等を個別に周知し、    

 利用する意向を確認しなければなりません。 

 

 

 従業員が妊娠・出産等を申し出たときと、 

 子が 3 歳になるまでの一定期間内に、 

 勤務条件等の意向を聴取し、 

 対応できるかを検討しなければ 

 なりません。 

個別周知・意向確認 

意向聴取・配慮 

制 度 運 用 

最低賃金  
（都道府県ごとに 10 月 1 日以降発効）  

 

●教育訓練休暇給付金の創設  
 従業員が会社の休暇制度を利用して教育訓練 

 を受け、休暇中に給与が支給されない場合に  

 受給できる給付金が創設されました。 
 
 

 

・会社の就業規則等に教育訓練のための休暇制度  

 が規定されていること 

・上記休暇を 30 日以上取得すること 

・休暇中に給与が支給されないこと 

・雇用保険の加入期間が 5 年以上あること 

                                      など 

 

受給するための主な要件 

●19歳以上23歳未満の被扶養者の年間収入要件の変更  
 健康保険の被扶養者認定における年間収入要件が、19 歳以上 

 23 歳未満の被扶養者に限り、以下の通り変更されました。 
 
 
 
 
 
 

 

・「19 歳以上 23 歳未満」かどうかは、その年の 12 月 31 日時点の年齢   

  で判断します。 

・被保険者の配偶者は対象となりません。 

 

（これまで）130 万円未満 → （10/1 以降）150万円未満 

注意点 

詳細やご不明な点は弊所までお問い合わせください。社会保険労務士事務所あおぞらコンサルティング TEL：03-3526-4277 


